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研究3：NICU及びGCU入院新生児の乳児虐待予防についての研究（2年度） 
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研究要旨：倉敷成人病センター（当院）は、岡山県南西部の倉敷市のほぼ中心に位置し、近隣に総合周産
期・地域周産期センター所有の大規模病院が２施設、個人産科病院と助産院がある。その中で当院はロー
リスクの出産を扱っている。倉敷市の平成２５年の出生数は４，５３２人、そのうち当院の分娩件数は１
５１７件と約３分の１であった。当院では、虐待ハイリスク児を早期に発見し、予防することを目的に、
妊娠中・産後の全数スクリーニング（周産期全数スクリーニング）を行なっており、リスク因子のあるケ
ースは虐待ハイリスクとして虐待通告や母子支援などの介入している。さらに、医療機関で追跡不能にな
ったケースでは保健所と連携して去就を追跡している。周産期全数スクリーニングの実施は職員の意識づ
けにも効果をもたらした。また、ソーシャルワーカーによる代理通告に一本化することで、一般職員が虐
待通告することの助けになり、臨床現場の医師への有効な支援策になった。 
 

研究3-A: 医療機関における追跡不可能症例に関
する検討 --- 医療機関と保健所の連携 --- 

 
研究要旨： 医療機関における追跡不能例の院内デ
ータベースと保健所のもつデータベースを比較検
討することで、医療機関の追跡不能例の 87.1%に
ついて去就を明らかにすることが可能であった。
このような医療機関と保健所の連携は、子ども対
応の地域的広がりを目指す取り組みに寄与しうる
と考えられる。 
 

研究 3-B: 子ども虐待防止の早期対応に係る周産
期における全数スクリーニングの検討 

 
研究要旨： 妊娠34週に妊婦と褥婦に対して始ま
る子ども虐待に関する周産期全数スクリーニング
により、虐待通告が必要例は1.3%、母子支援が必
要な例は 12.8%であり、虐待対応システムには母
子支援システムの併設が不可欠である。 
 

研究3-C: 子ども虐待防止における代理通告の有
用性の検討 

 
研究要旨： 当院では子ども虐待の通告の一法とし
て子ども虐待防止委員会 CPT メンバーとしての
医療ソーシャルワーカー（以下、MSW）による
同意通告を導入し、そのメリット・デメリットを 
 

 
検討した。同意通告により一般職員が虐待通告す 
ることに大きな助けとなることがわかった。通告
に関連して院外からの問い合わせにMSWが対応
するため、臨床現場での通告者への物理的および
精神的ストレスの軽減に大きく寄与していると考
えられた。特に多忙な医師には有効な支援策と考
えられた。 
その反面、対応をMSWに一本化するため、仕

事が集中するため、複数のMSW による情報共有
により、仕事量の分散が重要と考えられた。 
 

研究 3-D: 妊娠期に始まる子ども虐待予防に関す
る周産期全数スクリーニングが職員の意識に与え
る影響の検討 

 
研究要旨： 虐待ハイリスク例や母子支援必要例が
妊娠中に9.8％、産直後に10.9％の頻度で、早期
発見され、妊娠期に始まる周産期全数スクリーニ
ングにより、子ども虐待ハイリスク例あるいは母
子支援必要例の早期発見・早期対応が可能と考え
られた。 
また本スクリーニングにより、子ども虐待、早

期母子支援に対する職員への意識付け効果がある
ことが示唆された。本スクリーニングにより、職
員への負荷となる場合もあり、職員の負担軽減に
ついての配慮が必要である。



 


